
意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

３年間のモデル事業として、必要な報酬体系等を検証し、国へ提言す
ることを目的に実施していますが、事業の継続については、モデル事業
の実施状況を踏まえ検討してまいります。

中山間地域介護サービス提供体制確保モデル事業＜7,748千円＞
・中山間地域の介護サービス提供体制を確保するため、モデル事業として事業所
の移動コスト等を補助

5

6

〔課題〕
中山間地域では、訪問系介護サービスの利用者が少なく点在していること、移動コストがかかることなど
から、サービス提供体制をどう確保していくかが課題となっている。

〔意見交換の論点①〕
中山間地域における必要な訪問系介護サービスの提供体制を確保していくための対策についてご意見をい
ただきたい。

「県民協働による事業改善」意見・提案と対応状況　［予算要求時点］

事業名 地域包括ケア構築推進事業

担当部課室名 健康福祉部　介護支援課

市町村、事業所の意見を踏まえつつ、中山間地域における訪問型サー
ビスの提供体制確保に必要な支援のあり方を検討してまいります。

遠隔地の介護従事者との情報連携等において、ICTの活用は有効と認
識しています。ICT導入・活用の状況等を踏まえ、必要な支援を検討し
てまいります。

市町村と協働でモデル事業の実態把握を行い、必要な支援策を検討し
てまいります。

ＩＣＴ（タブレット、テレビ電話システム
等）の活用

4

基準該当サービスの活用

多様な主体による連携・協働、地域
で支え合える仕組みづくり

8

7

１　事業の運営方法の改善等

意見・提案の要旨

現在実施しているモデル事業の継続

現在実施しているモデル事業のサー
ビス内容の実態を把握し、必要な支
援策を検討

多様な取組の試行と効果の検証3

1

2

事業所の人員基準の規制緩和等

サテライト事業所の設置、提供サー
ビスの多角化

基準該当サービスの活用について、市町村への情報提供に努めてま
いります。

地域包括ケア体制の確立には、多様な主体の連携、自治の力を活かし
た地域住民の支え合いが不可欠と認識しています。引き続き市町村の
地域包括ケア体制の構築の取組を支援してまいります。

サテライト化、基準該当サービス、共生型サービスについて、事業者へ
の情報提供に努めてまいります。



意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

14

意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

御提案いただいた意見も参考に、関係課と中山間地域への支援につ
いて研究してまいります。

（新）地域包括ケア市町村伴走型支援事業＜4,288千円＞
・市町村の取組を個別・具体的に支援するため、県職員・有識者等を派遣

意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

サービス提供地域以外に訪問した場
合の利用者の実費負担分への補助

10

現行の介護報酬が中山間地域での
サービス提供コストと合っているか見
直しが必要

9

意見・提案の要旨

２　補助等

モデル事業における賃金改善の効果検証を行うほか、来年度予定され
ている国の処遇改善策の拡充の動向等を注視してまいります。

活用可能な補助制度については、積極的に発信してまいります。

介護職員の処遇改善に対する補助

様々な補助金に関する情報発信12

11

人材の多様な働き方の検討

介護サービスにおける地域おこし協
力隊の活用

16

可能な限り本人の望む暮らしを実現することが肝要と考えますので、生
活支援ハウスの整備等地域において必要なサービス提供基盤の整備
を支援してまいります。

中山間地域からの転居を支援18

意見・提案の要旨

県と市町村で協働し必要な支援を実施するほか、国に対して中山間地
域等への支援の拡充について引き続き要望してまいります。

地域包括ケア体制の確立には、人材確保は重要かつ喫緊の課題であ
り、すそ野の拡大、入職の促進等のため、必要な施策を実施してまいり
ます。

国、県、市町村がともに支援する体
制整備が必要

意見・提案の要旨

３年間のモデル事業として必要な報酬体系等を検証し、国へ提言して
まいります。

３　人材の確保

４　県職員による支援の在り方

５　その他

15

県職員の現地視察の実施と、それを
踏まえた政策立案

17

13

意見・提案の要旨

訪問系介護サービスについて、現場
実習や国内外の介護人材育成の場
として活用



意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

1

（新）介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業＜7,902千円＞
・介護職員の処遇改善を図るため、事業所の加算取得を支援

意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

（拡）24時間在宅ケアサービス推進事業＜1,848千円＞
・24時間在宅ケアサービスの仕組みづくりを推進するため、事業所にアドバイザー
派遣等を実施

〔課題〕
コストの不採算、人材不足、介護支援専門員等のサービスに関する理解不足、利用者ニーズが潜在的で
あることなどの理由から、24時間在宅ケアを行う上で必要な「定期巡回・随時対応型サービス」の整備
が進んでいない。

〔意見交換の論点②〕
24時間在宅ケアサービスの仕組みづくりを進めるために、県が支援できる施策としてどのようなものが
考えられるか、ご意見をいただきたい。

「県民協働による事業改善」意見・提案と対応状況　［予算要求時点］

事業名 地域包括ケア構築推進事業

担当部課室名 健康福祉部　介護支援課

介護職員処遇改善加算に係る国へ
の要望

2

意見・提案の要旨

・モデル事業を推進していく中で見え
てくる課題に対応
・介護サービス事業所間の機能連携
によるシステムの構築
・入所施設等を中心とした、在宅サー
ビスの展開
・地域住民、シニア世代等の協力体
制
・複数市町村を単位とした事業運営
への支援
・複数のモデル地区を設置し、サービ
ス提供を支援

3

24時間在宅ケアの仕組みづくりを推進するため、御意見を参考に、市
町村、事業所等への支援策を検討してまいります。

これまでも国に対して、国費負担の拡充や低所得者の負担軽減対策
の充実など安定的な制度運営のための必要な改善、処遇改善加算の
対象職員の拡大等を要望しており、今後も引き続き要望してまいりま
す。

利用者の個人負担や保険料の増加
を伴わない介護報酬の特別加算等を
国へ要望

１　国への要望

２　サービス内容の改善等

意見・提案の要旨



意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

定期巡回事業所連絡会等で、サービス提供状況の実態把握に努めて
まいります。
また、高齢者生活・介護に関する実態調査等においてニーズの把握を
行ってまいります。

高齢者生活・介護に関する実態調査事業＜9,881千円＞
・次期長野県高齢者プランを的確に策定するため、高齢者の生活実態等を調査

意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

介護職員がたんの吸引等の医療的ケアを適切に行うことができるよ
う、引き続き研修体制の充実に努めてまいります。

喀痰吸引等実施のための研修事業＜3,909千円＞
・介護職員が「たんの吸引」等医療的ケアを安全かつ適切にできる体制を整備する
ため、指導者養成等を実施

市町村、地域包括支援センター、介護支援専門員等にそのような機能
を担っていただけるよう、研修等を実施してまいります。

意見・提案の要旨

定期巡回型サービスのニーズ等につ
いての実態把握

福祉の仕事に従事するあらゆる職種の方を対象とした「福祉職員生涯
研修」を実施しており、他業種からの受講についても引き続き周知して
まいります。

人生二毛作推進事業、市町村での生活支援コーディネーターの活動
等により、担い手の育成を図っているところであり、今後も継続的に取
り組んでまいります。

シニア層にも介護の担い手となっても
らうため、地域で介護を学ぶ場を設
置

12

各自治体の中山間地域で展開する事業所についての情報収集等を行
い、シミュレーションが可能か研究してまいります。

中山間地域での「定期巡回・随時対
応型サービス」の実施シミュレーショ
ンの提示

意見・提案の要旨

既に現場ではＩＣＴの活用は進みつつありますが、さらに活用が進むよ
う、情報提供に努めてまいります。

相互通話が可能なインターネットカメ
ラ、動向センターなどのＩＣＴを活用し
た見守りシステムを産学官連携で構
築

8

市町村、地域包括支援センター、介護支援専門員等向けの研修会を
実施し、引き続きサービスの理解の促進に努めてまいります。また、市
町村が事業所と連携して住民への周知が図られるよう、市町村の支援
に努めてまいります。

24時間在宅ケアについては、各市町村で、関係者を参集した地域ケア
会議等において議論されていると認識しています。そうした会議の議論
が深まるよう、支援に努めてまいります。

地域の病院、介護支援専門員、民生
委員などによる対策委員会の設置

7

３　事業の運営方法等

４　人材育成

4

潜在ニーズ発掘のため、アウトリーチ
(訪問支援)からのインテーク（面接・
相談）を任務とした調査員を設置

5

介護支援専門員、市町村及び地域包
括支援センターへの理解促進と住民
への周知

6

医療行為ができる介護士の育成

他業種からキャリアチェンジを希望す
る者向けの研修プログラムの開発

9

10

11



意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

来年度に可視化調査を実施できるよう予算を要求しています。

地域包括ケア体制構築状況可視化事業＜3,000千円＞
・全日常生活圏域の構築状況を調査

５　県職員による支援の在り方

６　その他

意見・提案の要旨

意見・提案の要旨

「地域包括ケア体制」構築状況の可
視化の継続実施

14

保険者、サービス提供事業者等関係機関と緊密に連携を図りながら、
「24時間在宅ケアサービス推進事業」の推進など、在宅サービスの展
開に向けた支援に引き続き取り組んでまいります。

指導力を発揮して欲しい13



意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

宅幼老所が福祉の身近な拠点として活用されるよう、人材育成のため
の研修等に対する支援を実施しています。これらの研修の成果等を踏
まえ、今後の支援のあり方について検討してまいります。

宅幼老所機能強化事業＜557千円＞
・地域の身近な福祉拠点としての宅幼老所の機能強化を図るための研修を実施

意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

〔課題〕
宅幼老所の地域の身近な福祉の拠点としての機能を強化・充実するため、県は支援を行っている。今後
は、宅幼老所が地域において、より活用されるような環境整備をしていくことが必要。

〔意見交換の論点③〕
市町村等における宅幼老所の新たな活用方策ついて、ご意見をいただきたい。

「県民協働による事業改善」意見・提案と対応状況　［予算要求時点］

事業名 地域包括ケア構築推進事業

担当部課室名 健康福祉部　介護支援課

利用者同士が相互にケアを実施している事例や、地域の元気高齢者
やボランティアが事業所の運営に参加している事例など、先進事例の
情報提供に努めてまいります。

3

宅幼老所が地域イベントを開催する
場合の資金援助等

1

2

意見・提案の要旨

利用者同士が相互にケアする形態

県の「地域発 元気づくり支援金」の活用など、地域イベントに活用でき
る補助制度の周知に努めてまいります。

企業等と連携し企業内保育所として活用を進めている事例など先進事
例の情報提供に努めてまいります。

地域密着型サービスは他市町村の住民についても市町村間の合意に
より受入が可能となりますので、制度の周知に努めてまいります。

意見・提案の要旨

宅幼老所が地域の小さな福祉の拠点
として多機能のサービスが提供・維持
できるよう支援

軽度者へのサービス提供など介護予防・日常生活支援総合事業の担
い手としての宅幼老所の活用について、市町村に働きかけてまいりま
す。

地域の元気高齢者、主婦等の活用

ボランティアの活用

障がい者等の就労の場

３　機能拡大

２　運営スタッフ等

１　補助等

意見・提案の要旨

企業の保育施設的な企業宅幼老所と
しての活用

市町村境界付近の住民の利用促進

軽度者への入浴サービスの提供

4

5

6



意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

意見・提案の要旨

意見・提案に対する県の考え
※表下段：平成31年度当初予算要求での対応

放課後等デイサービス、障がい者の
就労訓練等との一体的運用

福祉や教育など多様な分野における宅幼老所の活用を促進するため、
引き続き宅幼老所の機能強化、市町村等関係者への情報提供に努め
てまいります。

地域の交流拠点としての利用

公民館の機能の発揮

現在実施している宅幼老所機能強化事業の成果も踏まえ、市町村へ
の情報提供や活用につながるツールとして検討してまいります。

市町村に対して、引き続き、積極的な宅幼老所の活用について周知し
てまいります。

宅幼老所が扱ってきたケースをまとめ
た市町村向けの実践集の作成

市町村の高齢者福祉計画・介護保険
事業計画の策定に関与できる仕組み
づくり

11

12

7

8

意見・提案の要旨

４　その他

事業所運営の多様化・柔軟化

9

10
それぞれの宅幼老所が、地域の実情に応じ様々な役割を担えるよう、
引き続き機能強化や情報提供に努めてまいります。


